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 相続税法では、別段の定めがあるものを除き、相続等により取得した財産の価額は取得の時における時価とされてい

ます。しかし、相続税法は時価の評価方法についての規定がなく、実務上は財産の価額の評価について一般的な基準を

定めた財産評価基本通達に基づき画一的な評価がされています。ただし、財産評価基本通達に基づき評価すると実勢価

格より大幅に安くなるなど不適当とされる場合は、財産評価基本通達総則6項により国税庁長官の指示を受けて国税当

局が再評価することができます。今回は、取引相場のない株式（非上場株式）について、財産評価基本通達により評価

した納税者の主張が退けられ、「総則6項」により課税処分された裁決事例をみていきます。 

１．非上場株の評価を巡る裁決事例（令和6年 3月 25日裁決）  

 通達による非上場株の原則的な評価方式は、①事業などが似ている企業と比べる「類似業種比準方式」②会社の資産

や負債に基づく「純資産価額方式」③これら2つの併用方式の3つがあります。採用する手法や併用の割合は企業の規

模や特徴によって決まります。一般的に①「類似業種比準方式」の割合を高めれば評価額が低くなり、相続税の負担を

軽くしやすいとされています。 

(１)事例の概要 

被相続人が代表取締役を務める同族法人の株の相続について、当該法人は比準要素数1の会社（直前期末に配当金額、

利益金額、純資産価額のいずれか2つがゼロで、かつ、直前々期末にいずれか2つ以上がゼロの会社）に該当し、②「純

資産価額方式」による高額な評価をしなければならない状態でした。そこで、比準要素数1の会社を回避して「類似業

種比準方式」との併用で評価額を下げることができるよう、相続開始の直前において配当金の支払及び決算期の変更を

行いました。その行為により、評価上の区分が中会社となり、③「類似業種比準方式」と「純資産価額方式」2 つの併

用方式により相続税評価額を算出ました。これに対し、課税当局は租税回避行為に当たるとして「総則6項」を適用し

て更正処分をしたところ、納税者がその取消しを求めました。 

(２)審判所の判断 

 審判所は、一定の行為による税負担の軽減及びその行為の意図に着目し、「総則 6 項」により国税庁長官の指示を受

けて評価した価額とすべきであるとしました。 

①配当行為や決算期の変更で租税負担が著しく軽減 

 配当や決算期の変更が行われていなければ、比準要素数 1 の会社として純資産価額方式により株価は 34 億 1,966 万

円となっていましたが、その行為が行われたことで、中会社として類似業種比準方式と純資産価額方式の併用により株

価は 21 億 3,130 万円にとどまりました。その行為が行われたことで、納税者の納付すべき税額は、その行為が行われ

なかった場合に比べて約50％も減少することになり、納税者の相続税の負担は著しく軽減されたと判断しました。 

②相続対策の記録等から租税負担軽減の意図を指摘 

 納税者は被相続人の生前から年齢等を考慮して近い将来相続が発生することを予期しており、税理士法人と早期の相

続対策について協議していました。配当や決算期の変更は、被相続人の容態が悪化したことを受け、税理士法人が提案

した相続対策スキームに沿って行われたものであり、租税負担の軽減を意図して行われたものといえます。審判所は、

納税者は配当や決算期の変更を行うことで、相続税の負担を減少させることができることを理解し、税務当局に否認さ

れるおそれを承知の上、あえてチャレンジすることを承諾していると指摘しました。 

 その行為は、納税者が租税負担の軽減を意図して行ったといえる事情の下において、株価につき評価通達に定める方

法による画一的な評価を行うことが、そのような行為をせず、又はすることのできない他の者と納税者との間に看過し

難い不均衡を生じさせ、実質的な租税負担の公平に反すると認められるとして、「総則 6 項」により国税庁長官の指示

を受けて評価した価額とすることが、租税法上の一般原則としての平等原則に即しているとし、納税者は敗訴しました。 

２．まとめ  
非上場株の評価を巡っては、評価方式による格差の大きさが問題となっており、この差を利用した税負担の軽減も広

く知られています。令和6年には非上場株式の評価額について総則6項の適用を巡る類似の訴訟で、国税側が敗訴する

事例も出てきており、今後どうなっていくかは不明です。このような多数の事例から、評価通達自体の見直しも求めら

れるのではないでしょうか。相続の直前に行った行為については、租税回避目的であるとして否認される可能性があり

ます。これらのリスクについて知りたい点などございましたら、いつでも弊社までご相談ください。 
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